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837

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

私立大学等経常費補助金

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

Ｈ３１以降は福島に限定しての措置を想定

31年度要求

事業番号 0047

国土強靱化施策

30年度当初予算

1,179

1,179 837

27年度

年度32

32 年度
27年度 28年度 29年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

17 17 16 - -

16 16 -

-

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

67 41

58

24 23

31

74 -

-

-

- -

1,179 837

関係する
計画、通知等

達成度

105

-

156

年度

-

9

-

106 106 100 - -

16 9

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

5,464 2,491 2,129

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 校

平成３０年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

2,835 1,762 1,752 1,179 837

1,494 1,530

執行率（％） 77% 85% 87%

【被災私立大学等復興特別
補助】
補助対象大学等数の減（対
前年度比）

【被災私立大学等復興特別
補助】
補助金交付大学等数

成果実績 校

目標値

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

東日本大震災により被災し経済的に修学困難になった意欲と能力ある学生が修学の機会を得られること及び被災地における安定的・継続的な教育研究環
境の保証を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

校

-

2,174

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

1,752

-

28年度

被災した学生に対する授業料減免等や被災地にある私立大学等の安定的な教育環境の整備等の支援を行う学校法人に対して下記の補助を行う。
【補助率：定額補助】
①授業料減免事業等・・・被災して経済的に修学困難となった学生を対象とした授業料・入学料等の減免事業等を行っている私立大学等に対して、所要経
費の一部を補助
②被災私立大学等復興特別補助・・・被災した私立大学等に対して、安定的・継続的な教育環境の保障と、新入生も含め安心して学ぶことができる環境の
整備等を図るための取組を支援

- -

2,835

- -

- -

【授業料減免事業等】
補助金交付大学等数

-

校

私立大学等経常費補助 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　山口　浩孝

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

1,762

【授業料減免事業等】
補助対象大学等数の減（対
前年度比）

実施方法

定量的な成果目標

27年度

％

人

【被災私立大学等復興特別補助】実施学校数

達成度 ％

【授業料減免事業等】減免対象者数

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

活動実績

活動実績 校

当初見込み 校

28年度 29年度

17 17 16

3,329 1,820 1,752

31 31 31

27年度 28年度 29年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
私立学校振興助成法第７条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

人

活動指標

単位

東日本大震災復興特別会計

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交付実績より

- -

31 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

77% 85% 87%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

1,752

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交付実績より



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

【授業料減免事業等】減免対象者数
（なお、目標最終年度の目標値は、便宜的に直近の実
績値としている）

施策 6-1 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

政策 6 私学の振興

測
定
指
標

実績値 人 3,329

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

27年度

27年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

被災した学生に係る授業料減免の補助及び被災地にある私立大学等の教育に係る経常的経費について支援を行う本事業により、私立大学等にお
ける教育条件の維持及び向上並びに私立大学等に在学する学生に係る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに、私立大学等の経営の健全性を
高めることを通じて、私立学校の振興に寄与している。

-

- 32
定量的指標

1,820

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

-

28年度

-

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

単位

各学校法人により、学生への減免費や教育環境の整備
費用が異なるため、単純に単位当たりのコストを算出す

ることはなじまない。

単位当たり
コスト

28年度 29年度

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

○

単位

「「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基
本方針」「平成28年度以降の復旧・復興事業について」にお
いて、重要性が示されており、非常に優先度が高い事業であ
る。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

1,752 -

目標値 人

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

-

- -

30年度活動見込

- -

計画開始時
29年度 30年度

-

29年度

-

計算式 　　/

5,464 2,491

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

評　価項　　目

様々な形で要望がなされいる被災学生への経済的負担軽減
等は、国民や社会のニーズが非常に高い事業である。

1,752

目標最終年度

2,129 -

-

日本私立学校振興・共済事業団が配分基準を定め各学校法
人の必要額を算定したうえで支出するため、地方自治体等
への委託はなじまない。

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

日本私立学校振興・共済事業団が配分基準を定め各学校法
人の必要額を算定したうえで支出している。

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

不用額が生じているのは、予算積算時に比べ、被災した学
生に対する授業料減免の実績等が予定を下回ったためであ
る。

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

被災学生の修学機会を確保する等という目的に対して、補助
対象となる学生数が減じている等、活動実績は見合ったもの
であると言える。

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

日本私立学校振興・共済事業団が配分基準を定め各学校法
人の必要額を算定したうえで支出している。

被災した学生に対する授業料減免等や被災地にある私立大
学等の安定的な教育環境の整備等の支援に寄与しており、
目標に見合った実績をあげている。

被災地に所在し、教育研究活動を行っている大学や、実際に
減免を行っている大学のみに対し、補助を実施している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
各学校法人により、学生への減免費や教育環境の整備費用
が異なるため、単純な単位当たりコストによる判断は困難。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

被災地に所在し、教育研究活動を行っている大学や、実際に
減免を行っている大学のみに対し、補助を実施している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

被災した学生に対する授業料減免等や被災地にある私立大
学等の安定的な教育環境の整備等の支援に寄与しているも
のと考える。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

・現在も被災地の大学や学生に対する支援のニーズは高く、引き続き確実に実施することが課題である。

・被災地の復旧・復興及び被災学生への経済的負担軽減による修学機会の確保を迅速に進め、ニーズ・優先度に見合う取組を行った。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

配分基準により算定された各学校法人の必要額を、日本私
立学校振興・共済事業団からの申請に基づき、必要額のみ
を支出している。

事業番号 事業名所管府省名

-



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

31 平成25年度 034

平成26年度 053 平成27年度 0051 平成28年度 0056

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成29年度 復興庁 0045

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

平成32年度の事業終了に向け、引き続き、事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を行うこと。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

現
状
通
り

対象外

被災した私立学校において教育活動の円滑かつ迅速な再開、震災前の教育環境の復旧・確保を図るという事業目的の達成のため、引き続き効率
的・効果的な予算の執行に努めていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

復興庁
1,752百万円

文部科学省へ移替え

文部科学省
1,530百万円

学校法人に対し私立大学等の経常的経費について補助
するための財源として、補助金を交付する。

【補助】

A.日本私立学校振興・共済事業団
1,530百万円

各学校法人からの申請に基づき、細目にわたる明確な配

分基準により補助金額を算定し、補助金を交付する。

B.各私立大学等（全２６校）
1,530百万円

自主的にその財政基盤の強化を図り、その設置する学校
に在学する学生に係る経済的負担の適正化を図るととも
に、当該学校の教育水準の向上に努める。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

奥羽大学 4380005002545
教育環境保証等の取組の
実施等

177 補助金等交付 - - -

10

8

9

福島学院大学短期
大学部

5380005000481
教育環境保証等の取組の
実施等

79 補助金等交付 - - -

郡山女子大学 4380005002537
教育環境保証等の取組の
実施等

116 補助金等交付 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東日本国際大学 9380005005741
教育環境保証等の取組の
実施等

246 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

いわき明星大学 7380005011535
教育環境保証等の取組の
実施等

185 補助金等交付 - - -

2

-

郡山女子大学短期
大学部

4380005002537
教育環境保証等の取組の
実施等

202

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
各学校法人に対して補助
金を交付

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- -

法　人　番　号

6010005002596 1,530

入札者数
（応募者数）

落札率

1

特別補助各学校法人に対して補助金を交付

費　目

計 1,530 計 245

費　目 使　途

11

B.東日本国際大学
金　額

(百万円）

1,530

授業料減免事業等支援

被災私立大学等復興特別補助

特別補助

使　途

間接補助

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.日本私立学校振興・共済事業団

5010005002341
教育環境保証等の取組の
実施等

57 補助金等交付 - - -

いわき短期大学

桜の聖母短期大学 2380005000476
教育環境保証等の取組の
実施等

93 補助金等交付 - - -

9380005005741

234

補助金等交付

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

教育環境保証等の取組の
実施等

87 補助金等交付 - - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

石巻専修大学

東北学院大学 1370005001402
教育環境保証等の取組の
実施等

61 - - -

- - -

日本私立学校振興・
共済事業団

チェック

チェック


	行政事業レビューシート

